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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第３四半期
累計期間

第61期
第３四半期
累計期間

第60期

会計期間

自平成25年
　７月１日
至平成26年
　３月31日

自平成26年
　７月１日
至平成27年
　３月31日

自平成25年
　７月１日
至平成26年
　６月30日

売上高 （千円） 3,875,138 4,242,146 5,921,655

経常利益（△損失） （千円） 43,503 221,208 △41,347

四半期（当期）純利益（△純損

失）
（千円） 27,718 199,359 △62,181

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 849,500 849,500 849,500

発行済株式総数 （千株） 6,860 6,860 6,860

純資産額 （千円） 2,460,821 2,523,040 2,375,357

総資産額 （千円） 5,381,012 4,692,474 3,727,503

１株当たり四半期（当期）純利益

（△純損失）金額
（円） 4.04 29.08 △9.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 4.00

自己資本比率 （％） 45.7 53.8 63.7
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回次
第60期

第３四半期
会計期間

第61期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
　１月１日
至平成26年
　３月31日

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　３月31日

１株当たり四半期純利益（△純損

失）金額
（円） △9.86 11.03

　（注）１.当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

　　　　２.売上高には、消費税等は含んでおりません。

　     ３.持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　 ４.第60期第３四半期累計期間及び第61期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　５.第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策などの効果を背景に円安、株高が進

み、雇用・所得環境の改善が続くなかで、緩やかに増加基調にあるなど回復傾向で推移いたしました。

　一方、建設業界につきましては、当初予算で公共事業予算が前年度比2.3％増計上されるとともに、公共工事設

計労務単価の二度に亘る引上げ、低入札価格調査基準価格の一般管理費の係数引上げ等の措置を講じられたところ

で建設業界にも漸く明るい兆しが見え始めております。

　このような経済状況下、当社は現場力の強化、経費削減及びリスク管理の強化を重点的に取り組み、競争力を高

める努力をして参りました。また、前期に建築部門の一部工事において、受注時の積算価格と実際に要した工事原

価との間に乖離が生じ、赤字が発生いたしました。その後、施主様と交渉を重ね、請負金額の増額について合意に

至りました。

　この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高4,242百万円（前年同四半期比9.5％増）、営業利益222百万

円（前年同四半期比410.2％増）、経常利益221百万円（前年同四半期比408.5％増）、四半期純利益199百万円（前

年同四半期比619.2％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①土木部門

　土木部門の受注工事高は、2,629百万円（前年同四半期比12.1％減）となり、完成工事高2,549百万円（前年同四

半期比3.3％減）、セグメント利益108百万円(前年同四半期比19.0％減）となりました。

②建築部門

　建築部門の受注工事高は、1,013百万円（前年同四半期比54.9％減）となり、完成工事高1,669百万円（前年同四

半期比36.9％増）、セグメント利益99百万円（前年同四半期はセグメント損失93百万円）となりました。

③不動産部門

　不動産部門の売上高は23百万円（前年同四半期比15.4％増）、セグメント利益14百万円（前年同四半期比

293.3％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は3,735百万円となり、前事業年度末に比べ1,046百万円増加いたしま

した。これは主に現金預金が749百万円増加したことによるものであります。固定資産は956百万円となり、前事業

年度末に比べ81百万円減少いたしました。これは主に投資有価証券が時価の下落に伴い37百万円減少したことによ

るものであります。

　この結果、総資産は4,692百万円となり、前事業年度末に比べ964百万円増加いたしました。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は2,107百万円となり、前事業年度末に比べ833百万円増加いたしまし

た。これは主に短期借入金が600百万円増加したことによるものであります。固定負債は61百万円となり、前事業

年度末と比べ15百万円減少いたしました。これは主に繰延税金負債が13百万円減少したことによるものでありま

す。

　この結果、負債合計は2,169百万円となり、前事業年度末に比べ817百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は2,523百万円となり、前事業年度末に比べ147百万円増加いたしま

した。これは主に利益剰余金が171百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は53.8％（前事業年度末は63.7％）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、0百万円であります。なお、当社の研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し

　当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,860,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 （注）

計 6,860,000 同左 － －

 （注）単元株式数は、1,000株であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成27年１月１

日～平成27年３月31

日

－ 6,860,000 － 849,500 － 625,900
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式

4,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

6,846,000
6,846 －

単元未満株式
普通株式

10,000
－ －

発行済株式総数 6,860,000 － －

総株主の議決権 － 6,846 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽町

江田610番地
4,000 － 4,000 0.06

計 － 4,000 － 4,000 0.06

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年１月１日から平成27

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年７月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ひかり監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,265,202 2,014,625

受取手形・完成工事未収入金等 1,143,839 1,390,146

有価証券 21,532 21,539

販売用不動産 206,897 206,897

その他 68,337 114,126

貸倒引当金 △16,700 △11,800

流動資産合計 2,689,108 3,735,535

固定資産   

有形固定資産   

土地 383,998 383,998

その他（純額） 380,378 342,905

有形固定資産合計 764,377 726,904

無形固定資産   

その他 31,861 29,370

無形固定資産合計 31,861 29,370

投資その他の資産   

投資有価証券 210,161 172,632

その他 79,584 75,591

貸倒引当金 △47,590 △47,559

投資その他の資産合計 242,156 200,664

固定資産合計 1,038,395 956,939

資産合計 3,727,503 4,692,474

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 761,508 1,127,463

短期借入金 - 600,000

未払法人税等 8,850 23,287

未成工事受入金 364,871 264,080

完成工事補償引当金 33,700 29,700

工事損失引当金 527 1,481

その他 105,153 61,745

流動負債合計 1,274,610 2,107,758

固定負債   

繰延税金負債 33,981 20,706

その他 43,554 40,969

固定負債合計 77,536 61,676

負債合計 1,352,146 2,169,434
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成27年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 625,900 625,900

利益剰余金 837,302 1,009,239

自己株式 △502 △502

株主資本合計 2,312,199 2,484,136

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 63,158 38,903

評価・換算差額等合計 63,158 38,903

純資産合計 2,375,357 2,523,040

負債純資産合計 3,727,503 4,692,474
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成26年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高   

完成工事高 3,854,885 4,218,785

不動産事業等売上高 20,252 23,361

売上高合計 3,875,138 4,242,146

売上原価   

完成工事原価 3,623,344 3,825,015

不動産事業等売上原価 16,479 8,525

売上原価合計 3,639,824 3,833,541

売上総利益   

完成工事総利益 231,540 393,769

不動産事業等総利益 3,772 14,835

売上総利益合計 235,313 408,605

販売費及び一般管理費 191,643 185,782

営業利益 43,670 222,823

営業外収益   

受取利息 852 85

受取配当金 782 896

雑収入 3,555 1,113

営業外収益合計 5,190 2,095

営業外費用   

支払利息 4,047 2,938

支払保証料 1,310 771

営業外費用合計 5,357 3,709

経常利益 43,503 221,208

特別利益   

固定資産売却益 － 596

特別利益合計 － 596

税引前四半期純利益 43,503 221,805

法人税等 15,784 22,445

四半期純利益 27,718 199,359

 

EDINET提出書類

株式会社三東工業社(E00259)

四半期報告書

12/18



【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 (税金費用の計算方法)

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

 

（追加情報）

　「所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号）」及び「地方税法等の一部を改正する法律（平成27

年法律第２号）」が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から、法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は、平成27年７月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、従来の35.33％から

32.83％になっております。

　　　　この税率変更による影響は軽微であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 69,579千円 50,540千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,427 4 平成25年6月30日 平成25年9月30日 利益剰余金

 

 

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月26日

定時株主総会
普通株式 27,423 4 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

 

 

（金融商品関係）

　　　　該当事項はありません。

 

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

 

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年７月１日　　至　平成26年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算

書計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,636,050 1,218,834 20,252 3,875,138 3,875,138

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 2,636,050 1,218,834 20,252 3,875,138 3,875,138

セグメント利益（△損

失）
133,698 △93,801 3,772 43,670 43,670

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメント利益又は損失の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　　至　平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算

書計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,549,638 1,669,146 23,361 4,242,146 4,242,146

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 2,549,638 1,669,146 23,361 4,242,146 4,242,146

セグメント利益 108,325 99,661 14,835 222,823 222,823

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメント利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成25年７月１日
至　平成26年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4円04銭 29円08銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 27,718 199,359

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 27,718 199,359

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,856 6,855

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月８日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

 

ひかり監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土江田　雅史　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩永　憲秀　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工

業社の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第61期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年７月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビュ－に基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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